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効果は、地方財政が急速に悪化し地方債残高が急増した 90 年代以降においても、維持されていたことが検証された。 
 第４章では、縁故債の発行金額がどのような要因によって決定されるかを、都道府県パネルデータを用いて分析し、
90 年代以降において「過年度に発行した地方債に関する交付税措置が現年度における縁故債の発行を促進した」とい
う仮説が支持された。また、この結果は、交付税措置により市場規律が働きにくくなり、地方債残高の累増につなが
ったことを示唆することから、それが将来の縁故債の発行にどれ程の影響を与えるかについて試算を行っている。 
 第５章では、縁故債の国債に対する利回りスプレッドを決定する要因について、都道府県パネルデータを用いて分
析し、90 年代以降において「地方公共団体の財政状況の悪化に伴い、利回りスプレッドは高くなる」という仮説を支
持する結果を得た。また、指定金融機関の県内貸出シェアの上昇に伴い利回りスプレッドが上昇することも検証され
た。これらは、金融機関が地方公共団体との取引において経済合理性を追求していることを示唆している。 
 終章においては各章で行われた実証分析の結果を踏まえ、地方債発行を通じた地方財政の規律を強化するために、
公募債発行の推進、交付税措置の見直し、縁故債発行に際しての金融機関による審査の強化、信用度を反映した条件
決定等について政策提言を行っている。 
 このように、本論文は、わが国における地方債の発行とそれが財政規律に与える影響について、体系的で手堅い実
証分析を行ったオリジナリティの高い研究論文であり、この分野の先行研究を十分消化したうえで、多くの注目すべ
き新たな知見を加えており、また政策担当者としての経験を踏まえた実践的な政策提言を行っており、重要な学術的
貢献をしているものと評価することができる。よって博士（国際公共政策）の学位に十分値するものであると判断す
る。 
